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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第108期

第１四半期連結
累計期間

第109期
第１四半期連結

累計期間
第108期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 5,061,559 4,888,276 20,556,890

経常利益又は経常損失（△） （千円） △9,188 155,742 △180,502

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純損失（△）
（千円） △138,440 △90 △287,011

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △773,361 197,274 △758,757

純資産額 （千円） 4,026,712 5,934,318 4,754,201

総資産額 （千円） 15,644,714 14,008,047 12,967,321

１株当たり四半期（当期）純損失金額

（△）
（円） △1.76 △0.00 △3.56

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） － - -

自己資本比率 （％） 18.7 33.6 27.6

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在するものの、１株当たり四

半期(当期)純損失金額のため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。
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２【経営上の重要な契約等】

　資本業務提携に関する覚書

（１）CITIC XINBANG ASSET MANAGEMENT CORPORATION LTD.との覚書締結

当社は、平成29年５月23日付けで、当社グループのさらなるグローバル化の推進に向けたCITICとの資本業務提携

関係の強化にむけた覚書を締結いたしました。

本覚書において、当社の100％子会社である株式会社エスビーオーに、現在当社が子会社の大黒屋グローバルホー

ルディング株式会社を通じて保有する国内及び英国の事業を統合し、CITICがSBOに30％資本参加する方針について基

本合意しております。これは、当社とCITICが保有することになるSBOにてグローバル展開をしていくことを目的とし

ております。

 

（２）株式会社ブランドオフとの覚書締結

当社は、平成29年６月15日付けで、株式会社ブランドオフとの資本業務提携に関する覚書を締結いたしました。

国内及び海外（香港及び台湾）に50店舗を展開し、400名を超える従業員を擁する株式会社ブランドオフとの資本

業務提携により、業界第２位及び第３位が協業することで販売力及び商品仕入力が強化されるのみならず、ブランド

中古品買い取り販売業及び質事業のグローバル展開において不可欠となる経験豊富な鑑定力が増強されるなど、当社

グループの国内及び海外市場における事業基盤をさらに強固なものとし、当社グループが推進していますブランド中

古品買い取り販売業及び質事業における世界No１になるという目標に資するものと判断し、本契約の締結に向け覚書

を締結しております。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（1）業績の状況

　前連結会計年度において、当社グループは、国内においては、①連結子会社である株式会社大黒屋（以下、「大黒

屋」といいます。）において大幅な免税需要の変化に対応するため商品構成の入替え、商品在庫の洗替え等の緊急措

置をとることで在庫回転率の適正化を図るとともに、町田店及び福岡天神本館の２店舗を好立地にて出店しました。

また、海外においては、②英国SPEEDLOAN FINANCE LIMITED（以下、「SFLグループ」といいます。）の事業及び収

益基盤を強化すべくリストラクチャリングを実施しました。また、③持分法適用会社である中国合弁会社においては

平成28年12月に北京に第１号店をオープンし中国における事業を開始しております。

 

当第１四半期連結累計期間におきましては、前事業年度に実施しました諸施策の結果を当社グループの売上及び収

益につなげるべく、国内及び海外事業において具体策を実施し取り組んできております。

また、当社グループとして、今後さらにグローバル展開の加速と国内基盤の強化を目的として、中国の最大手企業

グループCITICとの更なる関係強化に向けた資本業務提携、及び中古ブランド品の売買事業においては国内において当

社に次ぐ規模をもつ株式会社ブランドオフとの資本業務提携締結に向けた覚書を締結しました。

このようななか、当第一四半期連結累計期間における当社グループの売上高は4,888百万円（前年同期比3.4％

減）、営業利益及び経常利益につきましてはそれぞれ275百万円（前年同期比74.7％増）、155百万円（前年同期は△

９百万円）となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純損失は△0百万円（前年同期は△138百万円）となり

ました。

 

　セグメント別の業績の状況につきましては以下のとおりであります。

イ．質屋、古物売買業

大黒屋においては、前連結会計年度にて実施しました緊急対策による在庫適正化の効果もあり、前連結会計年度の

第４四半期より売上高は継続的な回復傾向を示しています。当第１四半期連結累計期間におきましても、国内景気は

好調であること、為替の変動幅は少なく安定していること、インバウンド海外旅行者数は平成29年６月末現在1,375万

人（前年同期比17.4％増）となり引続き増加傾向にあることを反映し、大黒屋の第１四半期売上高は3,690百万円（前

年同期比116百万円、3.3％増）となりました。これは、低迷していた外国人観光客向け売上高が前年同期比210百万円

増（同21.5％増）となり店舗商品売上高は前年同期比211百万円増（同11.3％増）となったこと、一方、前年同期にお

いて在庫処分のために増加した企業間取引（本部商品売上高）が減少したこともあり、店舗及び本部商品売上高の合

計では、前年同期比148百万円増（同4.5％増）となったことによります。なお、本年６月に契約しました池袋西口店

及び博多店の２店舗は本年８月のオープンを予定しており、当第２四半期連結累計期間より売上が計上されることに

なります。

利益面については、売上高の増加により売上総利益は1,084百万円（前年同期比27百万円、2.6％増）となりまし

た。販売費及び一般管理費につきましては、ネットでの広告宣伝費の増加やクレジット販売の増加に伴うカード手数

料の増加などがあり、869百万円（前年同期比15百万円、1.9％増）となりました。結果、営業利益は215百万円（前年

同期比11百万円、5.8％増）、経常利益は240百万円（前年同期比49百万円、26.0％増）となりました。

（大黒屋では、のれんを計上しているため、四半期にて135百万円の償却費を販売費及び一般管理費に計上していま

す。ただし、連結決算においては、当該のれんをゼロ評価しているため、135百万円の償却費を消去し、営業利益及び

経常利益は、当該金額だけ増加することになります。）

英国SFLグループにおいては、欧州経済の好転を含め英国における経済環境は安定化してきているものの、SFLは店

舗含めたリストラクチャリングを実施したばかりであり、売上高の回復には少し時間が必要とされることもあり、第

１四半期の売上高は1,121百万円（前年同期比20.4％減）となりました。ただ、現地通貨ベースでは13.0％の減少と

なっており、換算レートの変動による減少が7.4％となっております。

利益面については、前連結会計年度に実施しましたリストラクチャリングの効果もあり、売上高は減少しているも

のの、粗利益率は66.2％（前年同期は59.3％）と改善しております。また、５月に本社をロンドンへ移転をしたこと

もあり販売費及び一般管理費の削減額は少なくなりましたが、営業利益率は4.2％（前年同期は0.2％）と大きく改善

しています。ただ、金利負担を完全にカバーするまでには至らず、最終的には若干の赤字となりました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における質屋、古物売買業の売上高及び営業利益は、それぞれ4,805百万

円（前年同期比3.1％減）、415百万円（前年同期比47.4％増）となりました。

 

ロ．電機事業

　電機事業においては、今もなお電機業界全体において設備投資の抑制が続いていることもあり、最終ユーザーによ

る設備の新設工事や点検工事などは年々減少しているのが実情であります。また、資材（原材料）価格の上昇や後継

者不足による小規模下請け業者の廃業など、より一層厳しい環境が続いており、当社の電機事業にも大きな影響を与

えています。
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このような状況の下、当社電機事業部門におきましては、適正な利益を確保するため常に販売価格の見直しを行う

とともに、製造原価の上昇を抑えるべく仕入先の転換（新規仕入先の拡充など）、現行取引ユーザーとの協力体制の

拡充など、さまざまな手法をとって利益率の確保を目指し改善を行っております。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における電機事業の売上高及び営業利益は、それぞれ82百万円（前年同期

比15.6％減）、19百万円（前年同期比27.4％減）となりました。

 

（2）財政の状況

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は、11,082百万円となり、前連結会計年度末に比べ819百万円の増

加となりました。これは主に現金及び預金が619百万円、商品及び製品が371百万円増加し、受取手形及び売掛金が

31百万円減少したことによるものであります。固定資産は、2,925百万円となり、前連結会計年度末に比べ221百万

円の増加となりました。これは主に投資その他の資産が220百万円増加したことによるものであります。

この結果、総資産は、14,008百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,040百万円増加いたしました。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は4,309百万円となり、前連結会計年度末に比べ159百万円の増加

となりました。これは主に未払法人税等が234百万円減少し、短期借入金が299百万円、1年内返済予定の長期借入金

が62百万円増加したことによるものであります。固定負債は、3,763百万円となり、前連結会計年度末に比べ299百

万円の減少となりました。これは主に長期借入金が300百万円減少したことによるものであります。

この結果、負債合計は、8,073百万円となり、前連結会計年度末に比べ139百万円減少いたしました。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、5,934百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,180百万円

の増加となりました。これは主に第三者割当による新株式の発行及び第三者割当により発行した新株予約権の行使

により資本金が489百万円、資本剰余金が489百万円増加したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は33.6％（前連結会計年度末は27.6％）となりました。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　前連結会計年度におきましては、大黒屋における免税売上の減少により売上高の減少、また円安時に買取った商品

の価格を引下げた販売、在庫調整等の対策により利益率は低下し、大幅な減益となりました。しかし、上記のような

迅速な対策の結果、平成29年１月以降は在庫回転率も以前の状態に戻り、国内経済が好調であり為替の安定もあり、

売上高は前期比で増加に転じております。このような状況は当連結会計年度においても続くと予測しており、今後も

更なる増収増益を目指し、新規出店を積極的に行い前向きに取り組んでまいります。また、SFLグループにおいて

も、前連結会計年度に発生しましたリストラクチャリングによる一時的費用がなくなることを含め、当連結会計年度

においては収益の改善が見込まれており、経営基盤を強化すべく取り組んでまいります。

　電機事業は、長期にわたって収益的に厳しい状況が続いていることもあり、引続き事業構造の改革を進めてまいる

つもりであります。

　そこで、今後、当社グループが連結収益の改善並びに経営基盤の強化を図るために対処すべき課題とその対処方針

は以下のとおりであります。

 

　①質屋、古物売買業の強化と展開加速化

　前連結会計年度において、国内においては在庫調整が終了し第４四半期から売上高が増加してきていること、ま

た海外においてはリストラクチャリングがほぼ終了したことを踏まえ、当連結会計年度においては以下のような対

策を実施する計画であります。

(a)平成29年１月以降回復した在庫回転率を維持し、売上高の増加及び利益率の向上を図ること、(b)前期出店した

町田店及び福岡天神本店のような好立地での出店を増やすこと、(c)リストラクチャリングが一巡したSFLグループ

を黒字化すること、(d)中国における合弁事業の拡大と事業の黒字化実現を目指すこと、(e)事業のリスク対応を含

めグローバル展開を一段と拡大すること、等を実施してまいります。

 

　②電機事業の事業構造改革の実施

　生産体制の更なる効率化、製品の統廃合や在庫管理の強化により製造原価の低減を進めてまいりましたが、結果

として利益率は向上してきています。今後も引き続き、取引先の理解を得ながら不採算製品の削減や在庫圧縮を徹

底するとともに製造間接費の更なる削減を実施してまいります。

 

 

EDINET提出書類

大黒屋ホールディングス株式会社(E01891)

四半期報告書

 6/21



③キャッシュ・フロー重視の経営と経営基盤の拡充

　質屋、古物売買業の強化、電機事業の抜本的な事業構造改革及び本社経費の削減により、営業利益拡大を図ると

ともに、事業リスクを低減させ投資の回収を図り、キャッシュ・フローを重視した経営を進めてまいります。

 

（4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動に重要なものはございません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 312,000,000

計 312,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 101,118,666 103,618,666
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 101,118,666 103,618,666 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成29年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

　　　　　　当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第17回新株予約権

決議年月日 平成29年５月24日

新株予約権の数(個） 110個

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 11,000,000株

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）1

新株予約権の行使期間
自　平成29年５月25日

至　平成31年５月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価額及び資本組入額（円）

発行価額　　 69円

資本組入額 34.5円

新株予約権の行使の条件 （注）2

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の

承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）3

（注）１　新株予約権の行使時の払込金額

(1）本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

①　本新株予約権の行使に際して出資される財産の本新株予約権１個あたりの価額は、本注に定める行使価額

に割当株式数を乗じた額とする。

②　本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株あたりの価額（以下「行使価額」という。）

は、69円とする。
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(2）行使価額の調整

当社は、当社が本新株予約権の発行後、発行要項に定めに基づく各事由により当社の発行済普通株式数に変

更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式をもって行使価額を調整する。

    
既発行株式数＋

交付株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
１株当たりの時価

既発行株式数＋交付株式数

２　新株予約権の行使の条件

　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式数が当該時点における授権株式数を超過することとなると

きは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

３　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社となる吸収分

割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、又は株式移転完全子会社となる株式

移転（以下「組織再編成行為」と総称する。）を行う場合は、当該組織再編成行為の効力発生日の直前におい

て残存する本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新設

分割設立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社（以下「再編当事会社」と総称する。）は以

下の条件に基づき本新株予約権に係る新株予約権者に新たに新株予約権を交付するものとする。

(1）新たに交付される新株予約権の数

新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に調整す

る。調整後の１個未満の端数は切り捨てる。

(2）新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類

再編当事会社の同種の株式

(3）新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１株未満の端数は切り上げる。

(4）新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成29年５月24日
（注１）

6,384,000 93,418,666 220,248 2,216,209 220,248 581,591

平成29年６月14日～
平成29年６月30日
（注２）

7,700,000 101,118,666 269,448 2,485,658 269,448 851,040

（注）１．平成29年５月24日付け払込みの第三者割当による新株式発行により、6,384,000株発行しております。そ

のことにより、資本金及び資本準備金はそれぞれ220,248千円増加しております。

２．平成29年５月24日付けで第三者割当による新株予約権110個を発行しました。平成29年６月30日までに77

個（7,700,000株）の予約権が行使されました。このことにより、7,700,000株の新株式を発行し、資本金及

び資本準備金はそれぞれ269,448千円増加しています。

３．平成29年7月3日から平成29年7月31日までに、25個（2,500,000株）の予約権が行使されました。このこと

により、2,500,000株の新株式を発行し、資本金及び資本準備金ははそれぞれ87,483千円増加しています。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 　株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 10,900 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 86,970,200 869,702 ―

単元未満株式 普通株式 53,566 ―
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数  87,034,666 ― ―

総株主の議決権  ― 869,702 ―

　（注）当第１四半期会計期間に行われた第三者割当増資及び新株予約権の行使により、当第１四半期会計期間末におけ

る発行済株式総数は、101,118,666株となっております。

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大黒屋ホールディ

ングス株式会社

東京都港区港南

四丁目１番８号
10,900 - 10,900 0.01

　　　計 ― 10,900 - 10,900 0.01

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、明誠有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,904,536 2,523,920

受取手形及び売掛金 534,885 503,778

営業貸付金 3,436,799 3,434,917

商品及び製品 3,296,501 3,667,738

仕掛品 18,416 19,678

原材料及び貯蔵品 30,768 29,257

その他 1,095,660 966,677

貸倒引当金 △54,361 △63,161

流動資産合計 10,263,207 11,082,806

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 876,089 876,835

減価償却累計額 △603,186 △612,053

建物及び構築物（純額） 272,902 264,782

機械装置及び運搬具 138,355 138,355

減価償却累計額 △137,929 △137,973

機械装置及び運搬具（純額） 426 382

工具、器具及び備品 1,033,496 1,071,135

減価償却累計額 △778,165 △804,286

工具、器具及び備品（純額） 255,330 266,849

土地 88,164 88,319

有形固定資産合計 616,823 620,333

無形固定資産   

のれん 920,189 922,686

その他 73,285 67,882

無形固定資産合計 993,475 990,569

投資その他の資産   

投資有価証券 195,748 392,429

退職給付に係る資産 6,238 7,618

その他 894,469 916,930

貸倒引当金 △2,640 △2,640

投資その他の資産合計 1,093,815 1,314,338

固定資産合計 2,704,114 2,925,241

資産合計 12,967,321 14,008,047
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 124,086 98,438

短期借入金 1,200,600 1,500,065

1年内返済予定の長期借入金 1,995,400 2,057,600

未払法人税等 342,533 107,853

賞与引当金 - 39,250

ポイント引当金 41,818 43,006

その他 445,625 463,720

流動負債合計 4,150,063 4,309,934

固定負債   

長期借入金 3,950,000 3,650,000

退職給付に係る負債 9,991 9,943

資産除去債務 15,726 15,449

その他 87,339 88,401

固定負債合計 4,063,057 3,763,794

負債合計 8,213,120 8,073,729

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,995,961 2,485,658

資本剰余金 - 489,696

利益剰余金 2,598,549 2,598,458

自己株式 △2,128 △2,128

株主資本合計 4,592,382 5,571,684

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,942 3,712

為替換算調整勘定 △1,015,512 △869,087

その他の包括利益累計額合計 △1,013,569 △865,374

新株予約権 23,682 27,130

非支配株主持分 1,151,706 1,200,877

純資産合計 4,754,201 5,934,318

負債純資産合計 12,967,321 14,008,047
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 5,061,559 4,888,276

売上原価 3,135,258 3,005,386

売上総利益 1,926,301 1,882,889

販売費及び一般管理費 1,768,493 1,607,260

営業利益 157,807 275,628

営業外収益   

為替差益 - 4,261

受取利息 9 0

受取配当金 343 330

受取手数料 2,697 2,192

その他 2,169 2,297

営業外収益合計 5,219 9,083

営業外費用   

支払利息 120,418 74,935

支払手数料 16,610 27,023

その他 35,187 27,009

営業外費用合計 172,216 128,968

経常利益又は経常損失（△） △9,188 155,742

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△9,188 155,742

法人税、住民税及び事業税 73,282 96,609

法人税等調整額 44,099 30,091

法人税等合計 117,381 126,700

四半期純利益又は四半期純損失（△） △126,570 29,042

非支配株主に帰属する四半期純利益 11,869 29,133

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △138,440 △90
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △126,570 29,042

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △2,660 2,023

為替換算調整勘定 △644,130 157,675

持分法適用会社に対する持分相当額 － 8,534

その他の包括利益合計 △646,791 168,232

四半期包括利益 △773,361 197,274

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △704,075 148,104

非支配株主に係る四半期包括利益 △69,286 49,170
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

受取手形裏書譲渡高 791千円 -千円

 

　２　連結子会社（株式会社大黒屋）においては、運転資金の効率的な調達を行うため株式会社東京スター銀行と

貸出コミットメント契約を締結しております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円 1,500,000千円

借入実行残高 1,000,000 1,500,000

差引額 - -

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 31,108千円 34,878千円

のれんの償却額 12,636 13,417
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）
１．配当に関する事項

該当事項はありません。
 

２．株主資本の著しい変動
当社の連結子会社である株式会社大黒屋は、新株予約権の行使を受け、平成28年６月24日付で新株式を

発行いたしました。これにより、資本剰余金が153,204千円減少しております。また、当社の連結子会社で
ある株式会社大黒屋は、平成28年６月24日付で自己株式を取得いたしました。これにより、資本剰余金が
1,121,293千円減少しております。これらの結果、当第１四半期連結会計期間末において資本剰余金が
210,149千円となっております。

 
Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）
１．配当に関する事項

該当事項はありません。
 

２．株主資本の著しい変動
当社は、平成29年５月24日付けで第三者割当による6,384,000株の新株式を発行しました。これにより、

資本金及び資本剰余金がそれぞれ220,248千円増加しました。
また、新株式発行と同時に発行しました第三者割当による新株予約権110個において、平成29年６月30日

までに77個（7,700,000株）の権利が行使されました。これにより、資本金及び資本剰余金はそれぞれ
269,448千円増加しました。

これらの結果、当第１四半期連結会計期間末において、資本金は2,485,658千円に、また資本剰余金は
489,696千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】
Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３ 電機事業

質屋、
古物売買業

計

売上高        

外部顧客への

売上高
98,305 4,962,999 5,061,304 255 5,061,559 － 5,061,559

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － － － － －

計 98,305 4,962,999 5,061,304 255 5,061,559 － 5,061,559

セグメント利益

又は損失（△）
27,249 281,918 309,168 △24,412 284,755 △126,947 157,807

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、投資事業及び不動産
賃貸業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△126,947千円は、各報告セグメントに配分していない
全社費用であります。主に、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３ 電機事業

質屋、
古物売買業

計

売上高        

外部顧客への

売上高
82,970 4,805,064 4,888,035 240 4,888,276 － 4,888,276

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － － － － －

計 82,970 4,805,064 4,888,035 240 4,888,276 － 4,888,276

セグメント利益

又は損失（△）
19,777 415,509 435,287 △28,641 406,645 △131,016 275,628

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、投資事業及び不動産
賃貸業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△131,016千円は、各報告セグメントに配分していない
全社費用であります。主に、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △1円76銭 △0円00銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）（千

円）
△138,440 △90

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失

金額（△）（千円）
△138,440 △90

普通株式の期中平均株式数（株） 78,524,001 90,370,923

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在するものの、１株当たり四半期純損
失金額であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
 
 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月10日

大黒屋ホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

明誠有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 町出　知則　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 関　　和輝　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大黒屋ホール

ディングス株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年

４月１日から平成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大黒屋ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成29年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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